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第１章 基本的な考え方 

１ はじめに 

 ＩＣＴ（情報通信技術）技術の進展は目覚ましく、生活の

中の至る所で、デジタル改革ともいうべき変化が生じて

います。この変化は、産業やサービスにおける変化にと

どまらず、人と人とのコミュニケーションや時間の過ごし

方にも大きな影響を与えています。 

 特に生成ＡＩは、未来の社会構造を変えるとまでいわれ

ています。 

 また、新型コロナウイルス感染症の感染拡大は、Ｗｅｂ

会議やオンライン教育、テレワークやワーケーションな

ど、働き方やワーク・ライフ・バランスの変化を加速させ、

「新たな日常」の定着に向けた取り組みが急速に広がり

始めています。 

 一方で、今般の感染症対応策の実施を通じて、受給申

請手続・支給作業の一部で遅れや混乱が生じるなど、特

に行政分野でのデジタル化・オンライン化の遅れが明ら

かになったところです。 

 このような中、国では、令和２年（２０２０年）１２月に、自治体のＤＸを加速させるた

め、令和３年（２０２１年）１月から令和８年（２０２６年）３月までを計画期間とした「自治

体デジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）推進計画（以下「自治体ＤＸ推進計画」と

いいます。）を策定し、各自治体において情報システムの標準化・共通化や行政手続の

オンライン化、ＡＩ・ＲＰＡの利用促進などに取り組むことが求められています。このた

め、草加市においても、ＡＩ等デジタル技術の活用により、更なる業務の効率化を図

り、人的資源を行政サービスの更なる向上に繋げていく必要があります。 

 このような背景を踏まえ、ＩＣＴの普及により、市民の生活があらゆる面でより良い

方向に変化するよう、本市のデジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）の実現に向け

「草加市デジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）推進方針」を策定いたします。 
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 『デジタル』というと、パソコンやスマートフォンを相手にしているイメージ

が強く、人と人との繋がりが失われてしまいそうな感じがしますが、草加市は、デジタ

ル技術を活用しながらも、人と人との繋がりや温かさ、優しさなどを大切に、幸せな

まちを創って行きたいと考えています。このため、本方針を基に、本市が目指す将来

像を、 

『誰もが「つながる・つなげる」幸せなまち

～スマートシティ草加～』とします。 

 

 

 

本市が目指す将来像を生成ＡＩが描いたイラスト 
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２ 本方針の位置付け 

 注目すべき社会情勢として、少子高齢化の進展と、情報通信技術の進展が挙げられ

ます。国は、令和２年１２月に「自治体デジタル・トランスフォーメーション（DX）推進計

画」を策定し、自治体に対し、デジタル技術の活用による「住民の利便性向上」や「業務

効率化」を求めています。また、当該計画を踏まえ、自治体が着実にDXに取り組むよ

う、令和３年７月7日に「自治体DX推進手順書」を策定し、各自治体が具体的に取り組

むべき事項を示しています。 

 当該手順書においては、DX推進のための手順を次のとおりとしています。 

1.2 全体手順書で示す一連の手順 

ステップ０：DX の認識共有・機運醸成 

ステップ１：全体方針の決定 

ステップ２：推進体制の整備 

ステップ３：DX の取組みの実行 

 本方針は、上記、国が示す手順のステップ１、「全体方針」に該当するものとなります。 

 また、本方針は、次の位置付けとなります。 

 本市では、草加市の将来像を示し、これを実現するための施策の方針である「第四次草加

市総合振興計画」を策定しています。本方針は、同計画の⽬指す方向性の実現に資するた

め、草加市が DX を推進する上での方向性を示し、全職員が意識し、全庁一体となった取り

組みを進めるためのものとして位置付けます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 個別計画のあるものだけでなく、例えば、教育、広報、産業振興、災害対策など、

あらゆる分野の事業において、本方針が示す方向性を意識して取り組みます。 

 国が進める官⺠データの活用を総合的かつ効果的に推進するため、官⺠データ活用推進

基本法（平成２８年法律第１０３号）第９条に規定する市町村官⺠データ活用推進計画として

本方針を位置付けます。 

第四次草加市総合振興計画 

草加市ＤＸ推進方針 

各分野の 

個別計画 

各分野の 

個別計画 

各分野の 

個別計画 

各分野の 

個別計画 

各分野の 

個別計画 

ＤＸを推進する上での方向性 
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第２章 方針策定の背景 

１ 社会情勢 

 注目すべき社会情勢として、少子高齢化の進展と、情報通信技術の進展が挙げられ

ます。 

① 少子高齢化の進

展 

 行政における課題としては、様々なものがありますが、中長期的

に最大の課題となるのが、急速な少子高齢化の進展に伴って生じ

る様々な課題といえます。 

 下図のとおり、８０年後の日本の人口は今の半分以下になり、高

齢化率は３８．３％となります。 

 生産人口の減少、労働力不足、民生費の増大など、現在、すでに

課題となっているものが、現在とは比べ物とならないくらい肥大

化していく状況が予想され、これに対する根本的な対策は、出生

率（合計特殊出生率：２０２１年は１．３０）を上げて人口の減少を抑

えることですが、少しずつ上げることができたとしても、その効果

が表れるには、かなりの年数を要します。 

 急激な人口減によって生じる様々な問題の影響を緩和するに

は、情報技術、デジタル技術に頼るしかないというのが現状といえ

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

日本の人口 

（出典）国土交通省「国土の長期展望専門委員会最終とりまとめ参考資料（令和３年６

月）」 
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② ＩＣＴの利用動向  近年、インターネットなどの情報通信技術における目覚ましい発

展は、私たちの社会生活に大きな変化をもたらしてきました。 

 総務省が発表した「令和５年通信利用動向調査の結果」による

と、インターネット利用者の割合は、13～69歳の各年齢階層で9

割を超えており、それ以外の年齢階層でも上昇傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

インターネット利用状況 

（出典）総務省「令和５年通信利用動向調査の結果（令和６年６月）」 

インターネット利用機器の状況 
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２ 国の動向 

 国は、平成２８年、官民のデータ利活用のための環境を総合的かつ効果的に整備す

るため、「官民データ活用推進基本法」を公布・施行しました。この法律では、データの

活用により、急速な少子高齢化の進展への対応等の課題を解決するとしており、デジ

タルデータの活用、ＡＩ等の活用などによりデジタル化を推進するものとしています。 

 また、平成３０年に策定された「デジタル・ガバメント実行計画」では、自治体関連の

各施策について、自治体が重点的に取り組むべき事項・内容を具体化しており、その

後、総務省及び関係省庁による自治体への支援策等を取りまとめた「自治体ＤＸ推進

計画」も策定されています。 

 

 

 法律 制定・決定 内容・目的 

① 

官民データ活用推

進基本法 

Ｈ28 年 12 月 データの活用により、急速な少子高齢化の進展への

対応等の課題を解決 

● 市町村による市町村官民データ活用推進計画

の策定（努力義務）（９条３項） 

② 
デジタル宣言・官民 

データ計画 

Ｈ29 年 5 月 上記基本法に基づく取組の具体化 

③ 
デジタル・ガバメン

ト実行計画 

Ｈ30 年 1 月 ②のデジタル・ガバメント分野における取組に関する

方針を具体化 

④ 

デジタル社会の実

現に向けた改革の 

基本方針 

Ｒ2 年 12 月 デジタル技術や AI 等の活用により、人的資源を行

政サービスの更なる向上に繋げられるよう、デジタ

ル化を推進 

◆ デジタル庁を設置 

◆ 情報システムの共同化・集約等を推進 

⑤ 

自治体ＤＸ 

推進計画 

Ｒ2 年 12 月 ④に基づき、③を改定、このうち、自治体関連施策を

まとめたもの 

◆ 自治体は、デジタル技術を活用し、住民の利便

性向上、業務効率化を図る必要がある。 

◆ 自治体の情報システムの標準化・共通化を進め

る。 

⑥ 

地方公共団体情報 

システムの標準化

に関する法律 

R3 年 9 月 ⑤に基づき、システム標準化を法律で規定 

● 地方公共団体は、地方公共団体情報システム

の標準化を実施する責務を有する。（４条２項） 
 

 上表では、全体的なものや代表的なものを挙げていますが、例えば、教育分野では、

「文部科学省におけるデジタル化推進プラン（Ｒ２年１２月）」や「学校教育情報化推進

計画（Ｒ４年１２月）」が策定されているなど、各分野において、国の方針等が示されて

います。 

  

国の動向 
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(1) 官民データ活用推進基本法 

官民データ活用推進基本法の概要 

目的 
 インターネットその他の高度情報通信ネットワークを通じて流通する多様かつ大量の情報を活用すること

により、急速な少子高齢化の進展への対応等の我が国が直面する課題の解決に資する環境をより一層整

備することが重要であることに鑑み、官民データの適正かつ効果的な活用（「官民データ活用」という。）の

推進に関し、基本理念を定め、国等の責務を明らかにし、並びに官民データ活用推進基本計画の策定その

他施策の基本となる事項を定めるとともに、官民データ活用推進戦略会議を設置することにより、官民デ

ータ活用の推進に関する施策を総合的かつ効果的に推進し、もって国民が安全で安心して暮らせる社会及

び快適な生活環境の実現に寄与する。（1条） 
第１章 総則 
■ 「官民データ」とは、電磁的記録（※1）に記録された情報（※2）であって、国若しくは地方公共団体又は

独立行政法人若しくはその他の事業者により、その事務又は事業の遂行に当たり管理され、利用され、又

は提供されるものをいう。（2条） 
※1 電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録をいう。 

※2 国の安全を損ない、公の秩序の維持を妨げ、又は公衆の安全の保護に支障を来すことになるおそれがあるものを

除く。 

■ 基本理念 

① IT基本法等による施策と相まって、情報の円滑な流通の確保を図る（3条1項） 

② 自立的で個性豊かな地域社会の形成、新事業の創出、国際競争力の強化等を図り、活力ある日本社

会の実現に寄与（3条2項） 

③ 官民データ活用により得られた情報を根拠とする施策の企画及び立案により、効果的かつ効率的な

行政の推進に資する（3条3項） 

④ 官民データ活用の推進に当たって、 

・ 安全性及び信頼性の確保、国民の権利利益、国の安全等が害されないようにすること（3条4項） 

・ 国民の利便性の向上に資する分野及び当該分野以外の行政分野での情報通信技術の更なる活用

（3条5項） 

・ 国民の権利利益を保護しつつ、官民データの適正な活用を図るための基盤整備（3条6項） 

・ 多様な主体の連携を確保するため、規格の整備、互換性の確保等の基盤整備（3条7項） 

・ AI、IoT、クラウド等の先端技術の活用（3条8項） 

■ 国、地方公共団体及び事業者の責務（4条～6条） 

■ 法制上の措置等（7条） 

第２章 官民データ活用推進基本計画等 
■ 政府による官民データ活用推進基本計画の策定（8条） 

■ 都道府県による都道府県官民データ活用推進計画の策定（9条1項） 

■ 市町村による市町村官民データ活用推進計画の策定（努力義務）（9条3項） 
第３章 基本的施策 
■ 行政手続に係るオンライン利用の原則化・民間事業者等の手続に係るオンライン利用の促進（10条） 

■ 国・地方公共団体・事業者による自ら保有する官民データの活用の推進等、関連する制度の見直し（コ

ンテンツ流通円滑化を含む）（11条） 

■ 官民データの円滑な流通を促進するため、データ流通における個人の関与の仕組みの構築等（12条） 

■ 地理的な制約、年齢その他の要因に基づく情報通信技術の利用機会又は活用に係る格差の是正（14

条） 

■ 情報システムに係る規格の整備、互換性の確保、業務の見直し、官民の情報システムの連携を図るため

の基盤の整備（サービスプラットフォーム）（15条） 

■ 国及び地方公共団体の施策の整合性の確保（19条） 

■ その他、マイナンバーカードの利用（13条）、研究開発の推進等（16条）、人材の育成及び確保（17条）、

教育及び学習振興、普及啓発等（18条） 

第４章 官民データ活用推進戦略会議 
■ IT戦略本部の下に官民データ活用推進戦略会議を設置（20条） 

■ 官民データ活用推進戦略会議の組織（議長は内閣総理大臣）（22、23条） 

■ 計画の案の策定及び計画に基づく施策の実施等に関する体制の整備（議長による重点分野の指定、関

係行政機関の長に対する勧告等）（20条～28条） 

■ 地方公共団体への協力（27条） 

附則 

■ 施行期日は公布日（附則1項） 

■ 本法の円滑な施行に資するための、国による地方公共団体に対する協力（附則2項） 
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(2) デジタル・ガバメント実行計画 

【2020年改定版】デジタル・ガバメント実行計画の概要 

○ デジタルの活用により、一人一人のニーズに合ったサービスを選ぶことができ、多様な幸せが実現できる社

会 ～誰一人取り残さない、人に優しいデジタル化～ 

○ デジタル庁設置を見据えた「デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針」を踏まえ、国・地方デジタル化指

針を盛り込む等デジタル・ガバメントの取組を加速 

サービスデザイン・業務改革（BPR）の徹底 
・ 利用者のニーズから出発する、エンドツーエンドで考える等のサービス設計12箇条に基づく、「すぐ使え

て」、「簡単」で、「便利」な行政サービス 

・ 利用者にとって、行政のあらゆるサービスが最初から最後までデジタルで完結される行政サービスの10

0％デジタル化の実現 

・ 業務改革（BPR）を徹底し、利用者の違いや現場業務の詳細まで把握・分析 

国・地方デジタル化指針          「マイナンバー制度及び国と地方のデジタル基盤抜本改善ワーキング

グループ報告（工程表含む）」に基づき推進 
・ 国・地方の情報システムの共通基盤となる「(仮称)Gov-Cloud」の仕組みの整備 

・ ワンス・オンリー実現のための社会保障・税・災害の３分野以外における情報連携やプッシュ通知の検討、情

報連携に係るアーキテクチャの抜本的見直し 

・ 国・地方のネットワーク構造の抜本的見直し（高速・安価・大容量に） 

・ 自治体の業務システムの標準化・共通化・「(仮称)Gov-Cloud」活用 

・ 強力な司令塔となるデジタル庁設置、J-LISを国・地方が共同で管理する法人へ転換 

・ 公金受取口座を登録する仕組み、預貯金付番を円滑に進める仕組みの創設 

・ マイナンバーカード機能をスマートフォンに搭載、電子証明書の暗証番号の再設定等を郵便局においても可

能に、未取得者への二次元コード付きカード交付申請書の送付、各種カードとの一体化（運転免許証、在留カ

ード、各種の国家資格等） 

・ マイナポータルのUX・UI改善（全自治体接続等）、情報ハブ機能の強化 

・ 個人情報保護法制の見直し（法律等の一元化、民間事業者等の負担軽減） 

・ 戸籍における読み仮名の法制化（カードへのローマ字表記､システム処理の迅速化 

一元的なプロジェクト管理の強化等 

・ デジタル庁の設置も見据え、全ての政府情報システムについて、予算要求前から執行までの各段階におけ

る一元的なプロジェクト管理を強化 

・ 政府情報システムの効率化、高度化等のため、情報システム関係予算の一括計上の対象範囲を拡大（全シス

テム関係予算のデジタル庁一括計上を検討） 

・ 機動的・効率的・効果的なシステム整備のため、契約締結前に複数事業者と提案内容について技術的対話を

可能とする新たな調達・契約方法の試行 

・ 政府情報システムの運用等経費、整備経費のうちシステム改修に係る経費を令和７年度までに３割削減を

目指す（令和2年度比） 

・ 外部の高度専門人材活用の仕組み、公務員試験によるIT人材採用の仕組みを早期に導入 

行政手続のデジタル化、ワンストップサービス推進等 
・ 書面・押印・対面の見直しに伴い、行政手続のオンライン化を推進 

・ 登記事項証明書（情報連携開始済）、戸籍（令和5年度以降）等について、 

・ 行政機関間の情報連携により、順次、各手続における添付書類の省略を実現 

・ 子育て、介護、引越し、死亡・相続、企業が行う従業員の社会保険・税及び法人設立に関する手続についてワ

ンストップサービスを推進 

・ 法人デジタルプラットフォームの機能拡充による法人等の手続の利便性向上 

行政手続のデジタル化、ワンストップサービス推進等 

・ 書面・押印・対面の見直しに伴い、行政手続のオンライン化を推進 

・ 登記事項証明書（情報連携開始済）、戸籍（令和5年度以降）等について、行政機関間の情報連携により、順

次、各手続における添付書類の省略を実現 

・ 子育て、介護、引越し、死亡・相続、企業が行う従業員の社会保険・税及び法人設立に関する手続についてワ

ンストップサービスを推進 

・ 法人デジタルプラットフォームの機能拡充による法人等の手続の利便性向上 

デジタルデバイド対策・広報等の実施 

・ 身近なところで相談を受けるデジタル活用支援員の仕組みを本格的に実施 

・ SNS・動画等による分かりやすい広報・国民参加型イベントの実施 

地方公共団体におけるデジタル・ガバメントの推進 

・ 自治体の業務システムの標準化・共通化を加速（国が財源面を含め支援） 

・ マイナポータルの活用等により地方公共団体の行政手続（条例・規則に基づく行政手続を含む）のオンライン

化を推進 

・ 「自治体DX推進計画」に基づき自治体の取組を支援 

・ クラウドサービスの利用、AI・RPA等による業務効率化を推進 

・ 「地域情報化アドバイザー」の活用等によるデジタル人材の確保・育成 
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(3) デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針 

デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針の概要 

○ デジタルの活用により、一人ひとりのニーズに合ったサービスを選ぶことができ、多様な幸せが実現

できる社会 ～誰一人取り残さない、人に優しいデジタル化～ 

○ デジタル社会形成の基本原則（①オープン・透明、②公平・倫理、③安全・安心、④継続・安定・強靭、⑤社

会課題の解決、⑥迅速・柔軟、⑦包摂・多様性、⑧浸透、⑨新たな価値の創造、⑩飛躍・国際貢献） 

IT基本法の見直しの考え方 

■ IT基本法施行後の状況の変化・法整備の必要性 
・ データの多様化・大容量化が進展し、その活用が不可欠 

・ 新型コロナウイルス対応においてデジタル化の遅れ等が顕在化 

➡ ＩＴ基本法の全面的な見直しを行い、デジタル社会の形成に関する司令塔としてデジタル庁を設置 

■ どのような社会を実現するか 
・ 国民の幸福な生活の実現：「人に優しいデジタル化」のため徹底した国民目線でユーザの体験価値を

創出 

・ 「誰一人取り残さない」デジタル社会の実現：アクセシビリティの確保、格差の是正、国民への丁寧な説

明 

・ 国際競争力の強化、持続的・健全な経済発展：民間のDX推進、多様なサービス・事業・就業機会の創

出、規制の見直し 

■ デジタル社会の形成に向けた取組事項 
・ ネットワークの整備・維持・充実、データ流通環境の整備 

・ 行政や公共分野におけるサービスの質の向上 

・ 人材の育成、教育・学習の振興 

・ 安心して参加できるデジタル社会の形成 

■ 役割分担 
・ 民間が主導的役割を担い、官はそのための環境整備を図る 

・ 国と地方が連携し情報システムの共同化・集約等を推進 

■ 国際的な協調と貢献、重点計画の策定 
・ データ流通に係る国際的なルール形成への主体的な参画、貢献 

・ デジタル社会形成のため、政府が「重点計画」を作成・公表 

デジタル庁設置の考え方 

■ 基本的考え方 
・ 強力な総合調整機能（勧告権等）を有する組織 

・ 基本方針策定などの企画立案、国等の情報システムの統括・監理、重要なシステムは自ら整備 

■ デジタル庁の業務 
・ 国の業務システム：基本的な方針を策定。予算を一括計上することで、統括・監理。重要なシステムは

自ら整備・運用 

・ 地方共通のデジタル基盤：全国規模のクラウド移行に向けた標準化・共通化に関する企画と総合調整 

・ マイナンバー：マイナンバー制度全般の企画立案を一元化、地方公共団体情報システム機構（J-LIS）

を国と地方が共同で管理 

・ 民間・準公共部門のデジタル化支援：重点計画で具体化、準公共部門の情報システム整備を統括・監理 

・ データ利活用： ID制度等の企画立案、ベース・レジストリ整備 

・ サイバーセキュリティの実現：専門チームの設置、システム監査 

・ デジタル人材の確保：国家公務員総合職試験にデジタル区分（仮称）の創設を検討要請 

■ デジタル庁の組織 
・ 内閣直属。組織の長を内閣総理大臣とし、デジタル大臣、副大臣、大臣政務官、特別職のデジタル監、

デジタル審議官 他を置く 

・ 各省の定員振替・新規増、非常勤採用により発足時は500人程度 

・ CTO（最高技術責任者）やCDO（最高データ責任者）等を置き、官民問わず適材適所の人材配置 

・ 地方公共団体職員との対話の場「共創プラットフォーム」を設置 

・ 令和3年９月１日にデジタル庁を発足(予定) 
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(4) 自治体ＤＸ推進計画 

自治体ＤＸ推進計画等の概要 

○ 「デジタル・ガバメント実行計画」策定（令和２年12月）以降、自治体が重点的に取り組むべき事項や国

による支援策、手順書、参考事例集等を取りまとめ、自治体の取組を後押し（計画期間：令和３年１月～令

和８年３月）。 

  これから事業に取り組む団体の参考となるよう、各事業の概要に加え、事業のポイント・工夫点、取組に

至った経緯・課題意識等を参考事例集としてまとめたもの 

○ 「経済財政運営と改革の基本方針2023（骨太の方針2023）」に、「推進計画※１に基づき、デジタル人

材の確保・育成やデジタル技術の活用、住民との接点（「フロント」）の改革※２など、財政の効率化等につ

ながるデジタル化の取組を推進する」旨が記載されたこと等をふまえ、随時改定を実施。 
※１ 「自治体デジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）推進計画【第2.0版】」（令和４年９月２日総務省策定） 

※２ オンライン申請の推進・強化や多様な窓口の実現など。 

自治体DX推進計画（2020.12.25策定、2024.2.5改定） 

■ 自治体におけるDXの推進体制の構築 
① 組織体制の整備 

② デジタル人材の確保・育成 

③ 計画的な取組 

④ 都道府県による市区町村支援IT基本法施行後の状況の変化・法整備の必要性 

■ 重点取組事項 
① 自治体フロントヤード改革の推進 

・ 各自治体の実情に応じた創意工夫で、新しいフロントヤード（住民と自治体の接点）を実現 

② 自治体情報システムの標準化・共通化 

・ 2025年度までに基幹系20業務システムを標準準拠システムへ移行 

③ 公金収納におけるeLTAXの活用 

④ マイナンバーカードの普及促進・利用の推進 

⑤ セキュリティ対策の徹底 

⑥ 自治体のAI・RPAの利用推進 

⑦ テレワークの推進 

■ 自治体DXの取組とあわせて取り組むべき事項 
① デジタル田園都市国家構想の実現に向けたデジタル実装の取組の推進・地域社会のデジタル化 

② デジタルデバイド対策 

③ デジタル原則を踏まえた規制の点検・見直し 

自治体DX推進手順書 （2021.7.7策定） 

■ 自治体DX全体手順書 （2023.12.22改定） 
・ DXの推進に必要と想定される一連の手順を0～3ステップで整理 

ステップ0：認識共有・機運醸成 

ステップ1：全体方針の決定 

ステップ2：推進体制の整備 

ステップ3：DXの取組みの実行基本的考え方 

■ 自治体情報システムの標準化・共通化に係る手順書 （2023.1.20改定（2.0版）、2023.９.29改定

（3.0版）） 

・ 自治体情報システム標準化・共通化の意義・効果、作業手順等を示す 

■ 自治体の行政手続のオンライン化に係る手順書 （2023.1.20改定） 
・ 自治体の行政手続のオンライン化の取組方針や作業手順等を示す 

■ 自治体DX推進参考事例集 （2023.４.28改定） 
・ 全国の自治体におけるDXの最新の取組を、①体制整備、②人材確保・育成、③内部DXに整理し、参

考事例集としてまとめたもの 

地域社会のデジタル化に係る参考事例集 （2021.12.28策定、2022.9.4改定） 
 これから事業に取り組む団体の参考となるよう、各事業の概要に加え、事業のポイント・工夫点、取組に

至った経緯・課題意識等を参考事例集としてまとめたもの 
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 「自治体ＤＸ推進計画」第３．０版で示される重点取組事項は、次のとおりです。 

 

 

重点取組事項 内容 

① 自治体フロントヤード改革

の推進 

自治体の実情に応じた創意工夫で、新しいフロントヤード（住民

と自治体の接点）を実現 

② 自治体の情報システムの 

標準化・共通化 

目標時期を 2025 年度とし、「ガバメントクラウド」の活用に向

けた検討を踏まえ、基幹系 20 業務システム※について国の策

定する標準仕様に準拠したシステムへ移行 

③ 公金収納における

eLTAX の活用 

遅くとも 2026 年（令和８年）９月までに eLTAX を活用した

公金収納を開始することを目指す。 

④ マイナンバーカードの普

及促進・利用の促進 

円滑なカード取得のための申請環境及び交付体制整備を更に

促進するとともに、スマートフォンから様々な行政手続ができ

る「オンライン市役所サービス」の徹底と、日常生活で利用でき

るようにする「市民カード化」を推進 

➄ セキュリティ対策の徹底 改定セキュリティポリシーガイドラインを踏まえ、適切にセキュリ

ティポリシーの見直しを行い、セキュリティ対策を徹底 

⑥ 自治体の AI・RPA の 

利用推進 

①、③による業務見直し等を契機に、AI・RPA 導入ガイドブッ

クを参考に、AI や RPA を導入・活用を推進 

➆ テレワークの推進 テレワーク導入事例やセキュリティポリシーガイドライン等を参

考に、テレワークの導入・活用を推進 

①、③による業務見直し等に合わせ、対象業務を拡大 

 

※ 基幹系 20 業務システム 

住民基本台帳、印鑑登録、戸籍、戸籍の附表、個人住民税、法人住民税、軽自動車税、固定資

産税、国民健康保険、国民年金、後期高齢者医療、障害者福祉、介護保険、生活保護、健康管

理、児童手当、児童扶養手当、子ども・子育て支援、就学、選挙人名簿管理  

  

国が示す自治体ＤＸの重点取組事項 
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３ 自治体ＤＸについて 

⑴ DX とは 

 「DX」は、「デジタル・トランスフォーメーション」の略です。トランスフォーメーションは、「変

容」「変化」「変革」といった意味を持つため、直訳すると「デジタルによる変容」や「デジタルによ

る変革」となります。 

デジタル化の 3分類 

デジタル化の 

段階 

Digitization Digitalization Digital 

Transformation（ＤＸ） 

読み方 デジタイゼーション デジタライゼーション デジタル・トランスフォーメ

ーション 

日本語訳 情報のデータ化 業務の ICT 化 デジタルによる価値創造 

例 アナログ情報をデジタル

情報に変換する。 

情報のデータ化を前提と

して、業務を ICT 化す

る。 

業務の ICT 化を前提に、

業務を再構築する。 

具体例１ 紙台帳での管理を、エク

セルでの管理に変える。 

台帳をシステムで管理 ＡＩによる自動処理 

具体例２ 申請書に手書きではな

く、窓口のタブレットで申

請情報を入力 

電子申請システムで、役

所に行かず手続ができ

る。 

役所に申請することなく、

プッシュ型で必要な行政サ

ービスが必要としている人

に提供される。 

 つまり、DX に取り組むといった場合、従来からのデジタル化（システム導入などにより、手作

業を効率化する。）ではなく、デジタル技術を活用し、業務の在り方そのものから見直し、大幅な

改善を図るということになります。 

 

⑵ 自治体ＤＸとは 

 国は、自治体におけるＤＸ推進の意義として、次のとおりとしています。 

 自らが担う行政サービスについて、デジタル技術やデータを活用して、住民の利便性を向上

させるとともに、デジタル技術や AI 等の活用により業務効率化を図り、人的資源を行政サー

ビスの更なる向上に繋げていくこと。 

 

 項目３⑴に示すとおり、「ＤＸ（デジタル・トランスフォーメーション）」の本来の意味としては、

「デジタイゼーション」や「デジタライゼーション」と異なるとされています。つまり、「デジタル

化」のうち、改革的なものや、従来の仕組みを再デザインするもの、イノベーションと言われる

ようなものが狭義のＤＸとなります。しかし、国が示すＤＸ推進の意義にもあるとおり、住民の

利便性の向上や業務の効率化が目的であり、「ＤＸ＝改革」そのものが目的ではありません。 

 本方針では、デジタル技術を活用した業務改革を基本としつつも、様々な面でデジタル化を

活用して、住民利便性の向上や業務の効率化を進めていくことをＤＸとして定義します。 
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第３章 草加市の状況 

１ 草加市のこれまでの取組 

 本市では、令和２年度にＩＴ・市民サービス推進室を設置し、情報技術を用いた「市民

サービスの向上」と「業務の効率化」について取組を進めました。この結果、次のとお

り、ＡＩを活用したツールなどを導入しており、デジタルツールの導入によるサービス

向上や業務効率化は、着実に進んでいます。 

市
民
サ
ー
ビ
ス
の
向
上 

  

  

業
務
効
率
化 

  

  

  

  

 

  

書かない窓口 

窓口で、氏名や住所があらかじめ印字され

た申請書を発行 

Web で窓口混雑状況表示 

市の Web サイトで、窓口のリアルタイム混

雑状況をお知らせ 

ＡＩ窓口案内 

庁舎入口付近設置した端末に要件を言う

と、ＡＩが目的の窓口を案内 

電子申請システム 

パソコンやスマホから、各種申請、講座申

込、アンケートの回答などが可能 

ＲＰＡ 

ソフトウェア型ロボットで、単純作業を自動

化 

ＡＩ－ＯＣＲ 

手書きの申請書などを自動で電子化 

ＡＩ翻訳機 

窓口、学校、保育園などで、外国語を翻訳 

ＡＩ会議録作成システム 

会議の音声をＡＩがテキスト化 

テレワーク 

専用の端末を使用し、執務室以外の場所

（施設、現場、自宅など）で業務が可能 

Ｗｅｂ会議システム 

会議のほか相談業務でも活用 

業務用チャット 

執務室のほか、外出時なども、職員間の連

絡を効率化 

ＧＩＳ（地理情報システム） 

地図閲覧のほか、分析業務でも利用 
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２ 草加市の課題と今後の取組 

 スマートフォンの普及に伴い、生活の中における多くのサービスがスマートフォンで

提供されるようになるなど、デジタル化の進展に伴い、市民の暮らしは大きく変化し

ています。また、近年は生成ＡＩが身近なものとなり、これまで人が時間を掛けて行っ

ていた創造的な作業をＡＩが瞬時に行うようになってくるなど、デジタル化に伴う変革

は加速することも予想されますので、常に新たな技術に目を向け、改善を図っていく

姿勢が求められます。 

 

 

 

 

 

 

 また、本市では、これまで、全庁的に利用できるデジ

タルツールの導入などを中心に進めてきましたが、こ

のようなツールの導入だけでは、適用できるサービス

や業務が限られるため、いずれ頭打ちになってしまい

ます。このため、ここからのＤＸの取組は、ＤＸ人材の

育成や、環境整備なども含めて、持続するＤＸを目指

していく必要があります。 
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第４章 ＤＸ推進により目指す将来像 

１ 基本理念 

 前項までで示した基本的な考え方や背景などを踏まえますと、従来のような拡大型

の社会から縮小型の社会への転換は急務であり、市のあらゆるサービスや業務にお

いても大きな転換が不可欠となります。デジタルをフル活用し転換を進めていくた

め、本市のデジタル化推進の基本理念を次のように定めます。 

デジタルの活用を前提に、あらゆる市⺠サービスや市役所の業

務を「変革」します。 

２ 目指す将来像 

 本市がデジタル技術を活用して目指す将来像を次のとおり定めます。 

誰もが「つながる・つなげる」幸せなまち～スマートシティ草加～ 

 「スマートシティ」という言葉は広く使われており、全国で様々な取組が行われていま

す。国も、各都市・地域におけるスマートシティの推進を支援しており、内閣府の資料で

は、スマートシティを次のように定義しています。 

グローバルな諸課題や都市や地域の抱えるローカルな諸課題の解決、また新たな価値

の創出を目指して、ICT 等の新技術や官民各種のデータを有効に活用した各種分野

におけるマネジメント（計画、整備、管理・運営等）が行われ、社会、経済、環境の側面か

ら、現在および将来にわたって、人々（住民、企業、訪問者）により良いサービスや生活

の質を提供する都市または地域 

 草加市は、デジタル技術を活用するなどして、地域の課題解決や新た

な価値の創出を行い、より良いサービスや生活の質を提供するまち「ス

マートシティ草加」を目指します。 

 そして、「デジタル技術」や「ICT」などというと、少し無機質な冷たい

イメージを伴いますが、草加市は、心が通い合うような温かみのある幸

せなまちをつくりたいという想いと、それをデジタルで実現するには、

次に示すように「つながる・つなげる」がポイントとなることから、目指

す将来像を上記のとおり定めることとしました。 

 

① 人と人とがつながる 

 少子高齢化の急速な進展や人口減少社会の到来など大きな環境変化の中で、市民の

ニーズも多様化しています。このような中で、幸せなまちの実現という望みを叶えるに

は、市民ニーズを捉えていくことが重要であり、「市」と「市民」の「つながり」が重要と

いえます。 
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 また、「地域の豊かさ」を実感する上では、人と人との

「つながり」が重要な要素となります。震災等で「つなが

り」は絆となり、そこから大きな力や安心感が生まれてお

り、様々な人々が「つながる」ことが、「地域の豊かさ」の

実感につながります。このようなことから、これまで以上

に、スマートフォンを用いたアプリやサービス、ＳＮＳの活

用など、デジタル技術で人と人とが繋がる取組が重要と

なります。 

 

② 場所に捕らわれずつながる 

 これからの人口減少社会においては、インフラ維持

の負担が大きくなるなど、本市の財政も厳しいもの

となることが予想されます。また、就労人口の減少に

伴い、少ない職員数でサービスを維持することも必

要となってきます。市の業務においては、Ｗｅｂ会議

やテレワーク、業務用チャットなど、ＩＣＴ技術を使うこ

とで、場所にとらわれず移動時間を減らし、効率的に

業務を行うことが、今後ますます重要となります。 

 

③ 未来につなげる 

 現在、世界的にも類を見ない急速な高齢化や人口減少、地球環境の悪化やデジタル

技術の発達を契機とした生活様式の変化などの急激に変化する社会の中でも、地域で

の生活や生産などの機能を維持しつづけることのできる都市づくりが求められていま

す。また、雇用や年金、物価上昇などの経済的不安、今後かなりの確率で発生すると予

測されている首都直下地震をはじめ、大型の台風、局地的大雨などの防災面での不安

など、前例のない時代ゆえの先行きの不透明感がこうした不安に拍車をかけていま

す。 

 このような状況において、幸せなまちを実現していくには、持続可能であるととも

に、将来を見据え新たな価値を創造し続ける必要があります。そのため、未来に「つな

げる」ことを意識して取り組むことが重要となります。 
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第５章 基本方針 

１ 基本方針 

◆ 市民だれもが使いやすい市役所、使いやすいサービスを目指します。 

 デジタル化を進めた結果、デジタル技術に詳しい人しか恩恵を受けられないと

いうことにならないよう、皆に分かりやすい、デジタルを意識せずに利用できると

いった、だれにも優しいデジタル化を目指します。 

 

◆ 枠に捕らわれず、行政事務の効率化を目指します。 

 大きな改善や効率化を図るには既存の枠に捕らわれない考え方が必要です。ま

た、デジタルの活用を前提としつつも、ＤＸという枠に捕らわれることなく、あら

ゆる改善を模索します。 

 

◆ ＤＸの継続、将来に繋がるＤＸを意識して取り組みます。 

 将来に向けて、市の財源や労働力の確保は、より難しい状況になるものと予想

されます。このようなことからも、ＤＸが一時的な取組として終わるのではなく、

継続するものとなるよう、意識して取り組みます。また、将来的に取り組むべきＤ

Ｘを踏まえて、必要な環境整備やセキュリティ対策に取り組みます。 
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２ 基本方針に基づいた取組の進め方 

 基本方針の取組は、国が示す重点取組事項を中心に整理します。これに重点的に取

り組むとともに、市独自の取組も進めていきます。 

 下表の具体的な取組の例は、国の自治体ＤＸ推進計画に示される取組事項であり、

すでに本市で活用している取組もあります。また、デジタル技術の進展に伴い、ここに

示していないような新たな取組事項が生じることも予想されます。 

基本方針 国の重点取組事項 具体的な取組の例 

市民が使いやすい市役所、

使いやすいサービス 

自治体フロントヤード改革の

推進 

行政手続のオンライン化 

窓口改革（リモート窓口、書かない窓口

等） 

公金収納における eLTAX の

活用 

公金収納におけるeLTAXの活用 

 地域社会のデジタル化 

デジタルデバイド対策 

自治体の広報のオンライン化 

行政分野におけるキャッシュレス化の

推進 

行政事務の効率化 自治体の情報システムの標準

化・共通化 

自治体情報システムの標準化・共通化 

申請データの集約・活用 

自治体の AI・RPA の利用推

進 

生成ＡＩの活用 

ＡＩチャットボットの導入 

その他、ＡＩを活用した業務効率化（会

議録作成、申請書読取、数値予測等） 

ＲＰＡによる業務効率化 

 庁内のペーパーレス化の推進 

電子文書管理・電子決裁の推進 

契約事務のデジタル化 

議会のデジタル化 

ＧＩＳの活用推進 

Ｗｅｂ会議の活用推進 

ローコードツール・ノーコードツールの

導入 

ＤＸの継続、未来に繋がる

ＤＸ 

マイナンバーカードの普及促

進 

マイナンバーカードの普及促進・利用

の促進 

セキュリティ対策の徹底 セキュリティ対策の徹底 

テレワークの推進 テレワークの推進 

 ＢＰＲの取組の推進 

オープンデータの推進 

官民データの活用推進 

組織体制の整備 

デジタル人材の確保・育成 
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第６章 推進体制 

 自治体ＤＸは、デジタル技術を用いたサービスや業務の改善・改革であり、市のあら

ゆる分野で必要となる取組であるため、全ての部署で取り組むものとなります。 

 調整が必要なものについては、次の体制で取り組みます。 

⚫ 全庁的なＤＸに関する取組は、本市の情報化施策を総合的な観点から調整・

推進する組織である情報化推進委員会の意見を聞きながら進めていきます。 

⚫ 窓口のＤＸについては、窓口関連部署で構成し、窓口のサービス向上や効率

化を検討する「申請手続電子化等庁内検討会」で協議の上、実施を図ります。 

⚫ ＤＸ施策に対する調整等については、情報推進課が行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

草加市情報化推進委員会 

各所属 

市長 

ワーキンググループ 

必要に応じ設置 

連携 

外部アドバイザー 

政策担当 

総合政策課 

情報担当 

情報推進課 

窓口サービス向上担当 

庶務課窓口サービス調整室 
申請手続電子化等庁内検討会 

副市長 
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用語集 

ＡＩ 「Artificial Intelligence（アーティフィシャル・インテリジェンス）」の

略。人工知能のこと。 

ＢＰＲ 「Business Process Re-engineering（ビジネスプロセス・リエンジ

ニアリング）」の略。既存の組織や制度を抜本的に見直し、プロセスの視点

で、職務、業務フロー、管理機構、情報システムを再構築し業務改革を行う

こと。 

ＤＸ 「Digital Transformation（デジタル・トランスフォーメーション）」の

略。デジタル技術の活用によってビジネスや人々の生活のスタイルなどが

変化すること。 

ｅＬＴＡＸ ｅＬＴＡＸ（エルタックス）は、地方税ポータルシステムの呼称で、地方税にお

ける手続きを、インターネットを利用して電子的に行うシステムのこと。 

ＧＩＳ 「Geographic Information System（ジオグラフィック・インフォメー

ション・システム）」の略。位置に関する様々な情報を持ったデータを加工／

管理したり、地図の作成や高度な分析などを行うシステム技術の総称。複

数のデータを地図上で重ね合わせ、視覚的に判読しやすい状態で表示で

きるため、分析結果の判断や管理がしやすい。 

ＲＰＡ 「Robotic process automation（ロボティクス・プロセス・オートメー

ション）」の略。人がパソコンを使用して行う単純な作業を自動化する技術 

オープンデータ 特定のデータが著作権、特許など制限なしですべての人が利用・再掲載で

きる形で入手できること。 

オンライン化 これまで紙などアナログな方法でしか手続できなかった業務を、インター

ネット上で完了させること。 

キャッシュレス 電子マネー、クレジットカードや口座振替を利用して、現金を使わずに支払

い、受け取りを行う方法のこと。 

スマートフォン 「smart（スマート）＝賢い」と「phone＝電話機」を合わせた言葉で、パソ

コン並みの機能を持った携帯電話のこと。 

デジタル化 アナログ的な手法で行っていた業務をデジタル形式に変えること。 

デジタルデバイド インターネットやパソコン等の情報通信技術を利用できる者と利用できな

い者との間に生じる格差のこと。 

テレワーク 「テレ（tele）=離れた場所」と「ワーク=仕事」を合わせた造語で、時間や場

所にとらわれない柔軟な働き方のこと。 

ペーパーレス化 紙の資料や文書を使わず電子化されたデータを活用・保存し、業務効率化

やコストの削減をすること。 

ローコードツー

ル・ノーコードツ

ール 

プログラミングを行わずにシステム開発を行うことができるツール 

ワーケーション 「ワーク＝仕事」と「バケーション＝休暇」を組み合わせた造語で、テレワー

ク等を活用し、普段の職場や自宅とは異なる場所で仕事をしつつ、自分の

時間も過ごすこと。 
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